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　犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律第23条に基づき、犯罪被害等を早期に軽減するとともに、犯罪被害
者等が再び平穏な生活ができるよう支援するための事業を適正かつ確実に行うことができると認められる非営利法人を、当該法人の申出に
より、都道府県公安委員会が指定する制度
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犯罪被害者等早期援助団体
平成23年4月1日現在 39団体

【事業内容】
☆被害者等の支援に関する広報活動
及び啓発活動
☆犯罪被害等に関する相談
☆犯罪被害者等給付金の裁定の申請
補助
☆物品の供与又は貸与、役務の提供
その他の方法による被害者等の援
助

◎公的認証により社会的信用が高ま
り、被害者等が安心して援助を受
けられる
◎警察から被害者の氏名、住所等の
情報の提供を受けることができ、
能動的なアプローチができる

被害直後の早期支援

・被害者の氏名、
　連絡先等
・犯罪被害の概要 口頭

又は
書面

・被害者の手引の交付
・民間団体についての
　説明

警　察

被害者

特定公益増進法人（～平成25年12月）

公益社団法人（平成20年12月～）

認定特定非営利活動法人

平成23年4月1日現在 18団体

平成23年4月1日現在 2団体

平成23年4月1日現在 3団体

①

②
③

④

提供提供

提供提供

同意同意

・対応可能な曜日、時間帯
・対応可能な被害者の範囲
　（罪種・居住地域）
・提供可能な援助の種類等
についてあらかじめ通知

犯罪被害者等早期援助団体制度

提供：警察庁

おいて、研修に関する講師派遣や会場の借上
げなどの支援を行っている（P１０４⑸「民間

の団体への支援の充実」参照）。

３ 民間の団体に対する援助（基本法第２２条関係）
《基本計画策定以前からの施策で、基本計画
策定後も引き続き実施するもの》

⑴ 民間被害者支援団体に対する直接支
援業務の委託
警察において、民間被害者支援団体に対

し、公判出廷の付添い、病院などの手配など
の直接支援業務を委託している（民間被害者
支援団体に対する直接支援業務の委託に要す
る経費（国庫補助金）：平成２２年度 ５９百万
円、２３年度 ７６百万円）。
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民間被害者支援団体等に対する
活動支援に要する経費

○全国斉一な被害者支援を行うための
　意見交換や情報共有化
○相談員の研修などの機会を設ける
　　　　　　国費 900万円

民間被害者支援団体に対する
直接支援業務の委託に要する経費

○直接支援員の委嘱
○直接支援員の研修
　　　　　　補助金 7,600万円

民間被害者支援団体に対する
相談業務の委託に要する経費

○民間団体相談員の委嘱
○民間団体相談員の研修
　　　　　　補助金 10,200万円

民間被害者支援団体に対する被害者支援に関する
理解の増進等に係る業務の委託に要する経費

○各種広報活動の企画立案、管理運営
○講演会等の啓発活動の企画立案、管理運営
　　　　　　補助金 5,200万円

平成23年度　2億3,900万円

民間被害者支援団体

国による民間被害者支援団体に対する財政的援助

提供：警察庁

⑵ 民間被害者支援団体に対する相談業
務の委託
警察において、民間被害者支援団体に対し

て、電話相談や面接相談などの相談業務を委

託している（民間被害者支援団体に対する相
談業務の委託に要する経費（国庫補助金）：
平成２２年度 ９６百万円、２３年度 １０２百万円）。

⑶ 民間被害者支援団体等との連携
警察において、被害者支援活動を行うこと

を目的に設立された民間被害者支援団体と密
接に連携し、きめ細かく、犯罪被害者等の
ニーズに対応している。特に、都道府県公安

委員会から犯罪被害者等早期援助団体＊１３とし
て指定された民間被害者支援団体には、犯罪
被害者の氏名や犯罪被害の概要などの情報を
提供し、連携を強化して、被害者支援に当
たっている。

（＊１３）犯罪被害者等早期援助団体とは、「犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律」（昭和５５年法律第３６
号）第２３条の規定に基づき、犯罪被害等の早期軽減に資する事業を適正かつ確実に行うことができると認められるとして、都道府県
公安委員会が指定した非営利法人である。
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交通事故被害者サポート事業によって作成されたDVD教材

⑷ 交通事故被害者等の支援の充実強化
内閣府において、交通事故被害者等の支援

の充実を図ることを目的として、自助グルー
プ間の連携を強化し自助グループ活動を促進
するための自助グループ連絡会議、交通事故
相談所、犯罪被害者支援センター等の関係団
体間の連携強化を図るための各種相談窓口等
意見交換会などを行う「交通事故被害者サ
ポート事業」を実施している。

《基本計画において、「速やかに実施する」
とされたもの》

⑸ 民間の団体への支援の充実
警察・厚生労働省において、民間の団体へ

の財政的援助に努めるとともに、団体の活動
に関する広報、研修に関する講師派遣や会場
の借上げなどの協力などの支援を行ってい
る。
警察においては、民間被害者支援団体が実

施する研修への講師の派遣などの支援に努め
ているほか、活動支援、相談業務の委託、直
接支援業務の委託、被害者支援に関する理解
の増進などに係る業務の委託に要する経費を
予算措置し、財政的援助の充実に努めてい
る。
厚生労働省においては、児童虐待防止及び

配偶者からの暴力被害者等の支援について、
民間団体が実施している啓発活動等に対する
支援を行っている。

法務省・国土交通省においても、民間団体
の活動に関する広報、研修に関する講師派遣
や会場の借上げなどの支援を行っている。

⑹ 特定非営利活動促進法の適切な運用
内閣府において、犯罪被害者等の援助を行

う団体などを含む民間非営利団体からの「特
定非営利活動促進法」（平成１０年法律第７号）
に基づく法人格の取得申請に対し、同法の適
切な運用に努めている。

⑺ 全国被害者支援ネットワークに対す
る協力
警察において、全国被害者支援ネットワー

クの運営・活動に対し、協力している。

⑻ 警察における民間の団体との連携・
協力の強化
警察において、被害者支援連絡協議会（P

９０⑾「被害者支援連絡協議会及び被害者支援
地域ネットワークにおける連携の推進」参照）
などにおいて、民間の団体との連携を一層強
化し、支援を行っている。

《基本計画において、「１～３年以内を目途
に検討の結論を得て、施策を実施する」と
されたもの（「１～２年以内を目途に実施
する」とされたものを含む）》

⑼ 民間の団体に対する財政的援助の在
り方の検討及び施策の実施
内閣府において、民間の団体の役割の重要

性にかんがみ、民間の団体に対する財政的な
援助を充実させるため、推進会議の下に、
「民間団体への援助に関する検討会」を設置
し、被援助団体となる対象、援助されるべき
事務の範囲、援助の経路や財源などの総合的
な在り方に関して、検討を行った。
同検討会においては、平成１９年９月、犯罪

被害者等早期援助団体などに対する援助の拡
充や地方公共団体における取組を促進するた
めの方策などを盛り込んだ最終取りまとめを
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行った。
同最終取りまとめに基づき、内閣府では平

成２２年度においても、被害者支援の気運を醸
成するためにモデル事業を各地域で実施する
とともに（P１０６ コラム６「地域における
被害者支援の普及促進（広報啓発モデル事
業）」参照）、地方公共団体の職員を対象とし
た研修を地域ブロック別で実施した。
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犯罪被害者等が、被害から回復し、再び地域において平穏な生活を取り戻すためには、国・
地方公共団体による施策の推進のみならず、地域社会全体の理解・配慮及び協力が必要不可欠
です。
しかしながら、犯罪被害者等の問題は、一部の人間に例外的に起こると捉えられがちであ

り、地域社会全体の理解・配慮及び協力を確保するためには、様々な分野・場面を活用した息
の長い取組を住民一人ひとりに届くよう着実に進める必要があります。
また、犯罪被害者等基本法（平成１６年法律第１６１号）は、第２０条において、「国及び地方公共

団体は、教育活動、広報活動等を通じて、犯罪被害者等が置かれている状況、犯罪被害者等の
名誉又は生活の平穏への配慮の重要性等について国民の理解を深めるよう必要な施策を講ずる
ものとする。」旨規定しています。
そこで、地域社会全体における取組を促進するため、「支援の裾野を広げる取組」及び「犯

罪被害者団体等との協働」を柱としたモデル事業を実施しました。

１ 犯罪被害者支援公開講座 犯罪被害者支援員・ボランティア養成講座（千葉県）
千葉県では、県民一般を対象として、犯罪被害者の声をきく公開講座を交通事故被害者遺族

であられる井上保孝、郁美ご夫妻をお招きして全２回実施しました。
また、犯罪被害者支援に携わる人材を育成するための長期研修会を実施しました。約４ヶ月

にわたる研修にもかかわらずほとんどの方が欠席することなく全課程を修了されました。

２ 関係機関の連携に係る研修会（北海道）
北海道では、犯罪被害者等の相談に従事する可能性のある機関・団体の担当者を対象に今後

の犯罪被害者等への支援に当たり、他分野の機関・団体との連携・協力を進めていくための取
組として、札幌市等と協力して犯罪被害者支援に携わる関係機関・団体の連携研修を実施しま
した。

コラム６
地域における被害者支援の普及促進（広報啓発モデル事業）
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３ 犯罪被害者の精神的被害回復を考える講演会 医療従事者向け啓発リーフレットの作成・
配布（大阪府）
精神医療・精神保健福祉関係者に犯罪被害者等の現状を知り、理解していただくことによ

り、犯罪被害者等の精神的被害回復につなげるため、講演会を開催しました。
また、こころのケアの重要性を理解していただくため、医療機関等に対してリーフレットを

作成・配布しました。

４ 犯罪被害者等人権学習会（鳥取県）
地域における人権学習の推進者である人権教育推進委員及び人権推進委員への研修を実施

し、同推進委員が地域における人権学習のテーマとして、犯罪被害者等の人権を採り上げるこ
とができるよう基礎知識の普及を図りました。

５ 「いのちの大切さを伝える」講演会（大阪市）
大阪市では、私たちが暮らす地域の住民一人ひとりが、犯罪被害者等へ行う支援の重要性、

いのちの大切さなどについて考え、犯罪被害への理解を深めることによって、被害者も加害者
もいないまちづくりの一助となることを目的として、「いのちの大切さを伝える」～犯罪の被
害者も加害者もいない社会をめざして～講師派遣講演会を合計１２回実施しました。
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６ 事業主等に対する研修会 事業主等向け啓発教材の作成（神奈川県）
事業者（事業主及びその従業員）に対し、犯罪被害者等の置かれた状況や支援の必要性につ

いての意識醸成を図るため、研修会を実施しました。また、事業者向けの犯罪被害者等支援に
関するDVDを作成し、研修会で使用するとともに県内事業者等へ配布しました。


